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1. 2023年3月期の連結業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 9,808 6.6 208 55.6 329 80.4 593 232.4

2022年3月期 9,203 5.2 134 △80.1 182 △76.3 178 △54.5

（注）包括利益 2023年3月期　　439百万円 （69.0％） 2022年3月期　　260百万円 （△56.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本
当期純利益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 87.69 ― 5.3 2.1 2.1

2022年3月期 26.38 ― 1.6 1.2 1.5

（参考） 持分法投資損益 2023年3月期 ―百万円 2022年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 16,023 11,410 71.2 1,686.43

2022年3月期 15,805 11,106 70.3 1,641.45

（参考） 自己資本 2023年3月期 11,410百万円 2022年3月期 11,106百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 △516 △240 △119 3,727

2022年3月期 390 △112 △570 4,575

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 135 75.8 1.2

2023年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 135 22.8 1.2

2024年3月期(予想) ― 10.00 ― 10.00 20.00 ―

3. 2024年 3月期の連結業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,000 2.0 300 43.8 350 6.3 250 △57.9 36.95



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　有

新規 ― 社 （社名） 、 除外 1 社 （社名） NSG GLOBAL LTD.

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期 7,708,000 株 2022年3月期 7,708,000 株

② 期末自己株式数 2023年3月期 941,966 株 2022年3月期 941,966 株

③ 期中平均株式数 2023年3月期 6,766,034 株 2022年3月期 6,766,034 株

（参考）個別業績の概要

2023年3月期の個別業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 9,068 6.2 15 △91.6 206 △48.4 90 △80.3

2022年3月期 8,538 4.4 178 △51.9 399 △31.4 460 52.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期 13.39 ―

2022年3月期 68.01 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 14,535 10,651 73.3 1,574.23

2022年3月期 14,589 10,671 73.1 1,577.25

（参考） 自己資本 2023年3月期 10,651百万円 2022年3月期 10,671百万円

※決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウィルス感染症の行動制限が徐々に緩

和される一方で、ウクライナ情勢による地政学的な緊張の高まりなどから、先行きの不透明

な状況が続きました。物流機械を取り扱う当社グループにとって、サプライチェーンの停滞

が長期化する中で、原材料価格の上昇や輸送コストの上昇圧力は依然強く、今後とも厳しい

経営環境が続くと思われます。  

こうした状況下、当社グループは、適正なマージン確保に向けた価格改定を進めるととも

に、新しいニーズに対応する新製品の開発などを進め、持続的な成長軌道の回復に向けた基

盤づくりに取り組みました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は 9,808,277 千円（前年同期比 6.6％増）、営業利益

は 208,563 千円（前年同期比 55.6％増）、経常利益は 329,206 千円（前年同期比 80.4％増）、

親会社株主に帰属する当期純利益は 593,345 千円（前年同期比 232.4％増）となりました。 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

○日本 

 売上高は、9,068,108 千円（前年同期比 6.2％増）、セグメント利益（営業利益）は、15,046

千円（前年同期比 91.6％減）となりました。 

○マレーシア 

売上高は、3,879,203 千円（前年同期比 46.5％増）、セグメント利益（営業利益）は、

139,527 千円（前年同期のセグメント損失は 329,120 千円）となりました。 

○中国 

売上高は、2,178,174 千円（前年同期比 22.9％減）、セグメント利益（営業利益）は、

244,414 千円（前年同期比 65.5％増）となりました。 

 ②次期の見通し 

世界的に景気回復への不透明感が拭えない中、原材料や輸送コストの上昇圧力は依然強

く、今後とも収益を圧迫する状況は続くと思われます。 

このような厳しい経営環境下、事業効率の改善によるコストダウンを進める一方、適正

なマージン確保に向けた価格改定を継続し、収益力の回復に努めます。 

また、持続的な成長軌道を確保するため、製造業としての原点に帰り、選択と集中によ

る経営基盤の再構築に取り組むと同時に、人財への投資を中心に開発力や営業力の強化に

も取り組みます。 
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（２）財政状態に関する分析 

 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

  流動資産は、前連結会計年度末に比べて 1.5％増加し、11,173,301 千円となりました。 

  固定資産は、前連結会計年度末に比べて 1.1％増加し、4,850,691 千円となりました。 

    この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて 1.4%増加し、16,023,992 千円となりま

した。 

(負債) 

  流動負債は、前連結会計年度末に比べて 5.3%増加し、3,523,330 千円となりました。 

これは主に、支払手形及び買掛金が 113,930 千円増加したことによります。 

  固定負債は、前連結会計年度末に比べて 19.4%減少し、1,090,199 千円となりました。 

これは主に、役員退職慰労引当金が 126,750 千円減少したことによります。 

  この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて 1.8%減少し、4,613,529 千円となりま

した。 

 （純資産） 

  純資産合計は、前連結会計年度末に比べて 2.7%増加し、11,410,462 千円となりました。 

これは主に、利益剰余金が 458,024 千円増加したことによります。 

この結果、自己資本比率は 71.2%となりました。 

（３）キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 848,802 千円

減少し、3,727,035 千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の減少は、516,622 千円（前年同期は 390,387 千円の増加）となり 

ました。これは主に、たな卸資産の増加額 914,614 千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は、240,417 千円（前年同期は 112,017 千円の減少）となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出 192,823 千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は 119,022 千円（前年同期は 570,010 千円の減少）となりました。

これは主に、配当金の支払額 134,584 千円によるものであります。 
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は、下記のとおりであります。 

2019 年 

3 月期 

2020 年 

3 月期 

2021 年 

3 月期 

2022 年 

3 月期 

2023 年 

3 月期 

自己資本比率(%)   75.1    75.8     68.6 70.3 71.2 

時価ベースの

自己資本比率(%) 

  28.4     23.0     25.4 25.5 20.8 

キャッシュ・フロー対  

有利子負債比率(％) 

  57.6     253.0     260.7 507.9 － 

インタレスト・ 

カバレッジ・ レシオ(倍) 

   912.0    239.5     219.2 95.4 － 

（注）自己資本比率 ： 自己資本 / 総資産 

   時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 / 総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債 / 営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー  / 利払い 

  ＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

＊ 株式時価総額は、期末株価終値 × 期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出して

おります。 

   ＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債の

うち利子を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、

連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけていま

す。キャッシュ・フローと業績を総合的に考慮し、安定的な財務体質の維持及び成長に向

けた投資とのバランスを取りながら、株主の皆様への成果配分を安定的に維持することを

基本方針としています。 

上記の方針に基づき、当期の期末配当金は従来の予想通り 1株当り 20 円とし、年間の配

当金も 20円を予定しています。また、次期の配当についても、不透明かつ厳しい経営環境

が続く中ではありますが、安定配当の考え方に基づき、年間での普通配当として 20円を維

持できるよう努力してまいります。 

また内部留保金については、経営基盤の強化と成長投資に活用し、収益力向上に取り組

んでまいります。 
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２.企業集団の状況 

当社は、キャスター、台車等の製造及び販売を主要な事業とする会社で、当社を中核として周辺に以

下の子会社を擁して、企業集団として事業を展開しております。 

当社グループに係る位置付けは、次のとおりであります。 

区分 会社名 所在地 主要製・商品 

位置付け 

製造 販売 

連結子会社 

NANSIN (MALAYSIA)SDN.BHD. マレーシア キャスター ○ ○ 

南星物流器械(蘇州)有限公司 中  国 キャスター・台車 ○ ○ 

事業の系統図は以下のとおりであります。 
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「人づくり、製品（物）づくりを通して広く社会に貢献する」を経営理念

とし、顧客満足度の向上と企業価値の創造により企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすこと

を経営の基本方針としております。

《経営理念の 3 本柱》

① 社会から頼られる企業を目指します

・役に立つ製品やサービスの提供による顧客・消費者ならびに社会への貢献

・適正な利益獲得による株主・投資家・従業員へのバランスの取れた還元と納税

・法令や社会的規範の遵守（コンプライアンス）と積極的な情報開示

・環境や雇用問題への取組みと地域貢献・共生

② 社会から求められる製品やサービスを提供します

・製造原価の低減による価格競争力の強化

・製品やサービスの品質向上による差別化・高付加価値化とクレームの削減

・物流および医療・介護等さまざまな分野における新製品の開発やサービスの企画

・海外商品の調達と海外市場の開拓

③ 社会から愛される人材の育成に努めます

・顧客ニーズをつかむ情報感応度・商品知識・提案型セールス

・顧客の要望やクレームへの誠実で迅速な対応

（２）目標とする経営指標

当社グループは、持続可能な成長戦略の実行を通じて、企業価値の向上を図ることを最大

の経営目標としています。

そのため、適正レベルの収益力確保が不可欠であり、売上高営業利益率として 5%以上の確

保を目標としています。

また、財務体質の安定性とキャッシュ・フローを重視しながら、成長投資にも取り組んで

まいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

世界的に景気回復への不透明感が拭えない中、産業構造の変化に伴い、物流に関するニー

ズも大きく変わっていくことが予想されます。

このような環境認識の下、当社グループは、持続的な成長軌道の確保に向け、以下の課題

に取り組んでまいります。
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① 経営基盤の再構築

・ 選択と集中

当社グループの強みを活かした製品に経営資源を集中配分し、安定した高い品質の維持と

共に、顧客満足度の向上を図ります。

・ 収益力の改善

原材料価格上昇など外部環境の変化に適応するため、継続的に事業全体の効率改善による

コストダウンに努めると共に、必要に応じ適正なマージン確保に向けた価格改定にも取り組

みます。

② 成長への投資

・ 新製品の展開

開発体制を強化し、広く社会に求められる製品づくりに取り組みます。

・ 海外事業の強化

ASEAN を中心に、当社グループ製品の強みを活かせる産業分野の顧客開拓に努めます。

・ 人財の育成

コミュニケーションの活性化と学びの機会提供に積極的に取り組み、次世代に向けた人財

の充実を図ります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間比較可能性を考慮し、当面は、

日本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、

国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応して行く方針であります。
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(５)連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記) 
該当事項はありません。
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　 前連結会計年度(自　2021年4月１日　至　2022年3月31日)

日本 マレーシア 中国

　キャスター事業 5,564,523 96,381 278,846 5,939,752

　その他事業 2,944,280 0 319,009 3,263,290

　顧客との契約から生じる収益 8,508,803 96,381 597,856 9,203,042

　その他の収益 -         -         -         -

8,508,803 96,381 597,856 9,203,042

30,097 2,551,204 1,174,458 3,755,761

8,538,901 2,647,586 1,772,315 12,958,803
178,996 △ 329,120 147,694 △ 2,429

12,897,406 2,035,543 1,088,452 16,021,403

3,946,325 451,143 251,048 4,648,517

214,447 71,523 10,396 296,368

42,677 41,388 1,903 85,970

報告ｾｸﾞﾒﾝﾄ合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

報告セグメント計

セグメント間取引消去

連結財務諸表の売上高

報告セグメント計

セグメント間取引消去

連結財務諸表の営業利益

報告セグメント計

全社資産又は消去

連結財務諸表の資産合計

報告セグメント計

全社負債又は消去

連結財務諸表の負債合計

減価償却費

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

85,970 － 85,970

296,368 － 296,368

50,605

4,699,122

その他の項目 報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

売上高 金額

負債 金額

16,021,403

減価償却費

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

(単位：千円)

(単位：千円)

△ 216,152

15,805,250

(単位：千円)

4,648,517

資産 金額

136,470

134,041

(単位：千円)

△ 2,429

利益 金額

△ 3,755,761

9,203,042

(単位：千円)

12,958,803

セグメント資産

計

セグメント負債

その他の項目

セグメント間の内部売上高又は振替高

セグメント利益

外部顧客への売上高

売上高

(単位：千円)

報告セグメント
合計
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　 当連結会計年度(自　2022年4月１日　至　2023年3月31日)

日本 マレーシア 中国

　キャスター事業 5,818,854 122,964 227,251 6,169,071

　その他事業 3,224,292 0 414,913 3,639,206

　顧客との契約から生じる収益 9,043,147 122,964 642,164 9,808,277

　その他の収益 - - - -

9,043,147 122,964 642,164 9,808,277

24,961 3,756,238 1,536,009 5,317,209

9,068,108 3,879,203 2,178,174 15,125,486
15,046 139,527 244,414 398,988

12,832,281 2,340,861 1,225,542 16,398,686

3,883,844 577,147 252,655 4,713,647

212,803 74,557 8,386 295,747

40,739 145,700 6,756 193,196

報告ｾｸﾞﾒﾝﾄ合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

報告セグメント計

セグメント間取引消去

連結財務諸表の売上高

報告セグメント計

セグメント間取引消去

連結財務諸表の営業利益

報告セグメント計

全社資産又は消去

連結財務諸表の資産合計

報告セグメント計

全社負債又は消去

連結財務諸表の負債合計

減価償却費

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

193,196 － 193,196

295,747 － 295,747

(単位：千円)

その他の項目 報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

4,713,647

△ 100,117

4,613,529

(単位：千円)

負債 金額

16,398,686

△ 374,693

16,023,992

(単位：千円)

資産 金額

398,988

△ 190,425

208,563

(単位：千円)

利益 金額

15,125,486

△ 5,317,209

9,808,277

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

(単位：千円)

売上高 金額

セグメント負債

その他の項目
減価償却費

計
セグメント利益

セグメント資産

売上高

外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高

(単位：千円)

報告セグメント
合計
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(1 株当たり情報) 

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 2021 年 4 月 1 日 (自 2022 年 4 月 1 日

 至 2022 年 3 月 31 日)  至 2023 年 3 月 31 日) 
1 株当たり純資産額         1,641 円 45 銭 1 株当たり純資産額         1,686 円 43 銭

1 株当たり当期純利益金額           26 円 38 銭 1 株当たり当期純利益金額           87 円 69 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

つきましては、潜在株式が存在しないために記載し

ておりません。

同左

(注) 算定上の基礎

1. 1 株当たり純資産額

項   目
前連結会計年度

(2022 年 3 月 31 日) 
当連結会計年度

(2023 年 3 月 31 日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 11,106,127 11,410,462 
普通株式に係る純資産額(千円) 11,106,127 11,410,462 
差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 7,708,000 7,708,000 
普通株式の自己株式数(株) 941,966 941,966 
1 株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(株) 
6,766,034 6,766,034 

2. 1 株当たり当期純利益及び潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益

前連結会計年度 当連結会計年度

項   目 (自 2021 年 4 月 1 日 (自 2022 年 4 月 1 日

至 2022 年 3 月 31 日)  至 2023 年 3 月 31 日) 
連結損益計算書上の当期純利益(千円) 178,500 593,345 
普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 178,500 593,345 
普通株式の期中平均株式数(株) 6,766,034 6,766,034 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

― ―
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(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日) 
 該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022 年 4 月 1 日 至 2023 年 3 月 31 日) 
 当社は、2023 年５月 12 日に開催いたしました取締役会において、会社法第 165 条３項の規定により読

み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき自己株式を取得すること、及びその具体的な取得方法に

ついて決議しました。 

１． 自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行し、資本効率の向上を図るため、自己株式の取得を行

うものであります。

２． 取得の内容

（１）取得する株式の種類 当社普通株式

（２）取得する株式の総数 110,000 株（上限）

（３）株式の取得価格の総額 60,000,000 円（上限）

（４）取得期間  2023 年５月 15 日

（５）取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付（ToSTNet-3）による買付

６．その他

 該当事項はありません。
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